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日本語教育と日本学研究の関係 

―中国の日本語教育と日本研究を例に― 

 

徐 一平 

 
1. 背景 
中国の日本語教育は、近代以後から盛んになって

いたが、第二次世界大戦の戦争でかなり停滞してい

た。中華人民共和国成立後、新中国の様々な事業と

同じように、20 世紀 50 年代から発展し始めた。その

時の日本語教育は、日本語の人材育成を目的に、北

京大学、北京外国語大学など主な高等教育機関で実

施されていたが、いわゆる文化大革命で一時中断し

た。 
1972 年の日中国交正常化された後、何度か日本語

ブームが起こり、特に改革開放政策の推進とともに

学習者が急激に増えてきている。  
 
2. 日本語教育の現状 
国際交流基金 2006 年の調査によれば、中国の日本

語学習者数は、2003 年の 39 万人から 2006 年現在の

68 万人に増加、世界第二位を占め、その間の増加は

約 29 万人である。そして、日本語教師も三年前の

6000 人から 12000 人に増加している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 しかし、その特徴としては次の三つが挙げられる。

1、高等教育機関の学習者数が一番多い。同統計によ

れば、高等教育機関で勉強する日本語学習者数は、

中国大陸では 41 万人、台湾地域では 12 万人、韓国

では 6 万人で、中国大陸での学習人口はダントツに

高い。2、日本語能力試験参加者が一番多い。2008
年の日本語能力試験の受験者数は、全世界で約 40 万

人だったが、その中で、中国大陸の受験者は20万人、

韓国の受験者は7万人、台湾地域受験者は5万人で、

やはり中国大陸の受験者数が一番多い。3、日本語専

攻、修士、博士課程の増加が早い。中国教育部の統

計によれば、中国大陸の四年制大学は国公立と民営

の大学をあわせて 755 大学あり、更にいわゆる「独

立学院」（日本の短大相当）315 大学あり、合計 1070
大学ある中、日本語専攻がおかれている大学は、416
大学もあり、全大学の約 39％を占めていることにな

る。また、学部の上に、日本語日本文学を専攻とす

る修士課程が設けられている大学も、近年来増えつ

つ、既に 60 数大学に上っているという統計が出てい

る。これらの日本語学習者は後の日本学研究者の予

備軍になるのである。 
このような日本語学習者のニーズに応えるために、

中国国内で各種日本語の教材も出版されている。そ

の中で、日本で出版された教材の版権を買い取り、

翻訳出版するケースも増えている。更に、主な大学

や大きな出版社も、シリーズ的な教材を企画し、例

えば、国内の教材シェアのウェートを大きく占めて

いる高等教育出版者は、『大学日本語専攻共通基礎教

材シリーズ』を編纂しており、その中には『総合日

本語』『聴解』『読解』『作文』『日本事情』などの学

生教材と教師用教材を合わせると、実に 14 冊になる

大型な教材シリーズになっているのである。 
また、中国ではこれまで小学校の日本語教育はほ

とんど実施されていなかったが、遼寧省大連市での

実績をもとに小学生用の教材が制作され、今後の発

展も期待できる。現在では、中国では、小学校から

修士課程までの日本語関係の教材が出揃っていると

考えられる。 
ところで、これらの日本語学習者の学習目的は多

様化しつつある。筆者の世代では、おそらく十人に

聞いても、十人もそろって「中日友好のために」日

本語を勉強しているのだと答えるかもしれないが

（それおぞれの本心ではどう思っているのかはむし

ろ不明だったかもしれない）、今の学習者の学習動機

は実に様々である。 
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日本語を学ぶ動機： 
1. 日本の文化に関する知識を得るため 
2. 日本の政治・経済・社会に関する知識を得るため 
3. 日本の科学技術に関する知識を得るため 
4. 大学や資格試験の受験準備のため 
5. 日本に留学するため 
6. 今の仕事で日本語を必要とするため 
7. 将来の就職のため 
8. 日本に観光旅行するため 
9. 日本との親善・交流を図るため（短期訪日や日

本人受入） 
10. 日本語によるコミュニケーションが出来る

ようにするため 
11. 母語、または親の母語（継承語）である日本

語を忘れないため 
12. 日本語という言語そのものへの興味 
13. 国際理解・異文化交流の一環として 
14. 父母の期待に応えるため 
15. その他（1.～15.から 5 つ選択） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
設問の中で下線が引かれた部分はいずれも上位五

つに入る項目であるが、その中で特に注目されたい

のは、日本文化に対する理解を深めるという学習目

的が、いずれのグループでも上位五つに入っている

ということであろう（初等・中等教育：文化理解第

二位；高等教育：文化理解第二位；学校教育以外：

文化理解第五位）。 
 それから、これだけ熱心に学ぶ学習者を教えるた

めに、日本語教師の要請も大きな課題になっている。

特に、1980 年代初頭に作られた中日共同事業として

の「在中国日本語研修センター（通称、大平学校）」

が、中国の日本語教育の発展に大きく寄与している

と思う。 
1979 年 12 月、当時の日本首相大平正芳氏が、中

国を訪問したとき、中国政府との合意事項のひとつ

として、中日両国の相互理解促進のために中国の日

本語教育に対して協力することを約束し、双方の関

係者（中国の教育部と日本国際交流基金および関係

の専門家）による協議の結果、その一環として、翌

1980 年 9 月から、北京語言学院（現在は北京語言大

学）に開設された「全国日本語教師培訓班」がここ

で言う「大平学校」のことである。 
この事業が実施されて半ばころの 1983 年に、中国

国内から「日本語研修」に加えて、日本語･日本研究

の「大学院修士課程」を新設してはどうかという声

が上がった。当時の中国においては、日本語教育は

各大学の日本語学部や学科で行われていたものの、

大学院レベルの日本研究はまだ例がないために、中

日双方で協議した上で、調査団が派遣され、大学院

修士課程の教育方針･専攻内容･カリキュラムなどに

関して、中日双方の関係専門家が検討協議を行った。

その結果、大平学校の経験に連なる日本言語･日本文

学のほかに、日本社会･日本文化のコースも含む大学

院課程を設置すると提案された。 
1985 年 9 月 5 日、「大平学校」の五期生が修了し

てまもなく、北京外国語学院（現在は北京外国語大

学）に、「北京日本学研究センター」が設立されたの

である。この設置の経緯、また開設当時の入学者に

は大平学校の修了生が少なくないということからし

ても、「北京日本学研究センター」はまさに「大平学

校」の発展の結果と言えよう。 
 
3. 日本語教育と日本学研究 
 今日の日本語教育は、時代の変化に伴って変わり

つつある。 
① 社会に役立つ日本語教育 

 学生の要望では、コミュニケーションのための日

本語教育から、更にインターアクションとしての日

本語教育、または社会実践としての日本語教育が要

求されている。 
これまでの日本語教育は、言葉の学習に偏り、総

合的な知識と基礎的な能力の訓練と育成に欠けてい

た。そのように教育された学生は、ややもすると、

知識が狭く、視野と考え方が広くないのである。 
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 これからの日本語教育は、社会と実際の状況と密

接に結びつかなければならない。学生の総合的能力

を育成するのに、力を入れなければならない。 
② 日本語教育から日本研究への人材育成 

そのようなニーズに応えるために、「大平学校」と

北京日本学研究センターでは、それまでの「日本語

学」「日本文学」が中心だった日本語教育の上に、更

に「日本文化」「日本社会」「日本経済」の専攻を立

ち上げ、より今日の社会的ニーズに応えられる専門

的な日本研究人材を養成することを目指している。 
「大平学校」の時代から、北京日本学研究センタ

ーの時代まで、この事業においては、主に「日本に

関する専門知識を有する日本語教師･日本学研究者」

を養成することを目的としてきたが、センター開設

されて以来、修士課程修了者が四百数十人、日本語

教師の研修を受けた大学教師が四百数十人で、「大平

学校」時代の六百人を含めると、約 1500 人近くの学

生がここから巣立っていったのである。現在、中国

の各大学や研究機関で活躍している 40 歳から 50 歳

前後の若手や中堅の日本語教師や日本研究者を見渡

せば、「大平学校」か、あるいは北京日本学研究セン

ターの卒業生がかなり多くいる。 
このような人材を養成するために、日本から多く

の著名な学者が派遣された。北京日本学研究センタ

ー開設の 1985 年の秋学期から、2009 年の秋学期現

在まで、派遣された教授の人数は 700 人近くあり、

しかも、北は北海道から南は沖縄まで、日本全国の

各大学から人選されているので、その人的ネットワ

ークは、ほかのどの機関も匹敵できないものになっ

ている。その教授陣のラインナップのすごさも、す

べての学生にうらやましがられるものであった。そ

の中の多くの先生は、おそらく日本に留学してもな

かなか直接会えないような大家ばかりだが、しかし、

センターの学生は北京にいながらにしてこれらの先

生から直接指導を受けているので、日本に留学する

よりも幸せだと卒業した先輩たちはよく言っていた。

そればかりでなく、中国人の客員教授にも、中日交

流史に名が残る人物や、北京大学、人民大学など中

国一流大学の教授の名前が連なっているのである。 
これだけ中日双方の教授や大家が集まっている北

京日本学研究センターだから、当然、全国の日本学

研究を志す若者たちの目指す最高学府となる。現在

の毎年定員 35 名の募集に対して、いつも 200 名前後

の応募者（今年の応募者は 285 名になっている）が

申し込まれ、一次ペーパー試験と二次面接とペーパ

ー試験という難関を突破して、中国全土から優秀な

学生が集まってきているのである。学生が優秀だと、

教える先生も教え甲斐を感じて、一度派遣されると、

二度も三度もやってくる先生も少なくない。 
中国の革命時代に、孫文の率いた軍幹部養成学校

である「黄埔軍校」があり、そこからは後の時代に

名を残す人物が輩出していたが、人材育成の意味で

は、「大平学校」と北京日本学研究センターが、まさ

に中国の日本語教育･日本研究のために中堅となる

人材を養成する日本学研究の「黄埔軍校」だとみな

してもいいのではないかと思う。 
大まかな統計によれば、大学で活躍しているこれ

らの卒業生は、その中で既に教授クラスになってい

るものが、約 100 名くらいになっている。 
③ 人材育成モデルの変化 

 このようにして見ると、中国における日本語教育

の人材育成のモデルも、徐々に変化しているのが分

かる。 
第一世代では、凡そ国の外交政策のために人材を

育成しているのであり、それらの人たちは、日本語

教育を受けてから、まず外交ルートの通訳となり、

更に外交家へと成長していくのである。この人たち

の中に、代表的な人物としては、唐家旋、劉徳有、

王効賢などが挙げられるのである。 
第二世代からは、もちろんこの日本語教育→外交

ルート通訳→外交家への道は続けられているが、そ

の中で、武大偉、王毅（何れも日本駐在大使を経て、

外交部副部長クラス）などのような優秀な人材も輩

出しているのである。更に、この時期から新しい人

材育成のモデルとしては、日本語教育を受けて、更

に自ら教育、研究活動に参加し、そして、各方面か

ら日本を研究する日本学研究者に成長していくので

ある。 
この中で、現在活躍しているものを挙げれば、例

えば、日本語研究方面では、徐一平、朱京偉など、

日本文学研究方面では、張竜妹、王成など、日本文

化研究方面では、王勇、郭連友など、日本社会研究

方面では、李国慶、龔頴など、日本政治経済研究方

面では、李薇、張季風などの人物が挙げられる。更

にその中で、日本社会で活躍しているものもあり、

例えば、莫邦富、沈国威、張麟声、王敏などである。 
こうして見れば、「大平学校」以来の努力は徐々に

大きな成果として実りつつあるのである。 
④ 今後の課題 

 上述のように、中国の日本語教育は、日本学研究

と関連しながら、大きく発展してきている。しかし、

やはりまださまざまな問題を抱えている。その中の

大きな問題としては、以下のような二つのギャップ

があると考えられる。 
一つは、教育現場でのギャップである。つまり、

学生のニーズと実際に指導できる教師との間にはギ

ャップがある。ある統計によれば、学生の卒業論文

テーマの希望としては、言語文学 35％、文化 18％、

社会・経済 43％、その他 4％であるのに対して、指

導教官の専門を見れば、言語文学82％、社会経済18％
になり、つまりこのギャップを埋めていくためには、

もっともっと日本学研究の専門人材を育成しなけれ

ばならないのである。 
もう一つのギャップは、日本語畑出身の研究者と

いわゆる専門領域畑出身の研究者のギャップである。

一つの対象国を専門として研究するアプローチの仕
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方は、凡そ二つの方向性が考えられる。一つは、最

初からその国に対して興味をもち、その国のことば

を勉強することによって接近し、だんだんとのその

国のある専門的な領域、例えば文学、文化、社会、

経済、政治などについて研究するようになる。もう

一つは、最初からいわゆるディシュプリン（専門）、

例えば文学、文化、社会、経済、政治などを勉強し、

最終的にその専門の中で特に日本をその研究対象と

して選んで研究するようになる。結果から見れば、

このいずれの場合も成功した研究ができると考えら

れる。世界的に見た場合、特に外国にいて他の対象

国を研究する場合は、むしろ前者のほうがより自然

かもしれない。そして、この両者には実はそれぞれ

の長所と短所がある（前者は語学的に成熟している

が、専門領域での訓練が後発なので、その面での強

化が必要である。後者のほうは専門領域での基礎訓

練ができているが、語学の勉強が遅れているために、

原語資料の読破と意思疎通が弱い面がある）。一つの

国におけるある特定の対象国の研究を発展させるた

めに、理想的な形としては、この二つのグループが

協力しながら研究したほうが最もよい成果が上がる

と思われる。もしこの二つのグループが、二枚の皮

のように離れた状態になっていれば、その発展はと

ても難しいと考えられる。今後の中国の日本学研究

を更にレベルアップしようとするならば、このギャ

ップをも埋めていかなければならないと思う。 
 
4. 終わりに 

1979 年 12 月大平正芳首相が訪中のとき、次のよ

うに講演された： 
「国と国との関係において最も大切なのは、国民

の心と心の間に結ばれた強固な信頼であります。こ

の信頼を裏打ちするものは、何よりも相互の国民の

間の理解でなければなりません。 
しかしながら、相手を知る努力は、決して容易な

業ではないのであります。日中両国は一衣帯水にし

て二千年の歴史的、文化的つながりがありますが、

このことのみをもって、両国民が十分な努力なくし

て理解し合えると安易に考えることはきわめて危険

なことではないかと思います。 
ものの考え方、人間の生き方、物事に対する対処

の仕方に日本人と中国人の間には明らかに大きな違

いがあるように見受けられます。 
我々は、このことをしっかり認識しておかなけれ

ばなりません。体制も違い流儀も異なる日中両国の

間においては、尚更このような自覚的努力が厳しく

求められるのであります。このことを忘れ、一時的

なムードや情緒的な親近感、更には、経済的な利害、

打算のみの上に日中関係の諸局面を築き上げようと

するならば、それは所詮砂上の楼閣に似たはかなく、

脆弱なものに終わるのでありましょう。 
国民の間の相互理解の増進を図る一つの有力な手

段が、言語であることは、いまさら申すまでもあり

ません。 
中国における日本語の学習が中国の人々の日本の

社会及び文化自体に対する幅広い関心の高まりにつ

ながることを強く期待するものであります。 
以上のような相互理解の努力を通じて、世界の平

和とアジアの安定の創造に寄与する日中両国の関係

をより深くより広く推し進めていくことこそ、今日、

両国民に課せられた最も大きな課題であると信ずる

ものであります。」 
ここで述べたことは、30 年たった今も、振り返っ

てみたときは非常に意義深いものだと思う。われわ

れの日本語教育の目的は究極的なところ日本文化の

よき理解者を育てることにあるに違いない。日本学

研究者は、これらのよき理解者の中での優秀な人で

なければならない。その意味で、日本学研究はまず

日本文化理解者のものでなければならない。日本文

化理解なしの日本学研究は浅いものにしかできない。 
日本（文化）理解のできる人材を養成して、初め

て政治、経済、文化三位一体の「三輪車」型の交流

ができる。 
国と国との交流を考えるとき、よく政治と経済は

車の両輪だと言われるが、しかし、この両輪だけに

頼るのは足りないと思われる。考えてみれば、二輪

型の車は、「人力車」型か「自転車」型でしか考えら

れない。「人力車」は早く走れないので、その関係は

迅速に発展できない。「自転車」は不安定で倒れやす

い。そこに欠けているのは文化である。文化理解が

あって初めて「三輪車」型（安定して早く走る）の

交流ができる。「三輪車」型の交流は、持続可能な交

流であり、政治、経済の理解を深めていく方向付け

（舵取り）のある交流になるのである。 
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